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インターネットを、広告媒体あるいは販売促進

媒体としての視点から捉え、その特徴を整理する

と、まず、対象の特定化が可能なことから、効果

的な広告や販売促進が可能である。さらに、広告

と売買を連続して行うことも可能であり、自由に

情報を掘り下げながら購買へと進むことができる。

特に、金融・保険サービス、チケット等の予約、

ソフトウェア、ゲーム、音楽、ビデオなど電子的

な配送が可能なものは、広告、販売、そして配送

までをすべてインターネット上で完了することが

できる。

以上のように、インターネットは広告媒体、販

売促進媒体として優れた特性を有しているが、同

様に対象者を特定化し、直接、消費者の行動に働

きかける既存の媒体として、通販カタログ、ＤＭ、

チラシなどの紙媒体があり、製品やサービスの購

入、資料請求、来店などの行動を促している。

ところで、インターネットの最近の動向につい

ては、これまでの期待が大きかっただけに、一部

にはいわゆるネットバブルといった失望の声も聞

かれるところである。しかし、インターネットそ

のものは依然として安定的に、それも予想を上回

るスピードで普及・拡大していることを考えると、

わが国の経済活動や社会生活に大きなインパクト

を与えつつあることは間違いない。

そして、この普及・拡大しているインターネッ

トと通販カタログやＤＭとは、同じ広告媒体、販

売促進媒体として競合関係にあることは容易に想

像できるが、通販カタログやＤＭは郵便全体にお

いて主要なシェアを占めていることから、その影

響の大きさが危惧されるところである。

そこで、インターネットによるネット通販が、

通販カタログやＤＭにどのような影響を及ぼすか

を考察する。ここでは、郵政研究所が本年１月に

実施したインターネット・アンケート調査（※）や

事業者ヒアリング等の結果をもとに分析していく

こととする。

１　通信販売およびネット通販の利用状況等

最初に、図表１でインターネット利用者におけ

る通信販売（概念的にはネット通販は通信販売に含

まれるが、分析上ここではネット通販を除いたもの

とする）やネット通販の利用状況をみると、平成１２

年に通信販売を利用した人は５９．１％、ネット通販を

利用した人は６７．０％となっている。インターネッ

ト利用者においては既にネット通販を利用してい

る人の割合が高い。

また、５０．０％の人が通信販売とネット通販の両

ネット通販の普及と郵便需要への影響
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方を利用し、２３．９％の人は両方とも利用していな

いという結果になっている。このようにネット通

販の利用者の大半は、通信販売の利用者により占

められている。これを､購買行動から考えてみる

と、我々が商品等を購入する方法には大きく分け

て、店舗に直接足を運んで購入する方法と、在宅

のまま通信販売により購入する方法の２つの方法

がある。ネット通販は通信販売の一形態であるこ

とから、これまで通信販売を利用したことのある

人は、便利さ、魅力などとともにその問題点につ

いてもよく理解しているので、ネット通販を利用

することにそれほどの抵抗はないと思われる。し

かし、今後、ネット通販が伸びていくためには、

既に通信販売の利用者の大半はネット通販も利用

していることから、これまで通信販売を利用者し

たことのない人をどこまで取り込めるかといこと

になる。

ど相関は認められない。

次に、年齢や性別等の属性に関しては、新しい

サービスの普及過程を考えた場合、若い人から高年

齢層へと普及していくというのが一般的であるが、

ネット通販は比較的新しいサービスではあるものの、

ネット通販の利用者の大半を占めるグループ�の

平均年齢をみると全体平均よりも逆に高くなって

いる。そこで、これまでの通信販売の主要な利用

者層を考えると、商品の種類にもよるが総体的に

女性で年齢層が比較的高いという特徴がある。こ

のために、グループ�は、全体平均よりも高年齢

層で女性の割合が高くなったものと考えられる。

最近でこそ女性のインターネット利用者も増え

てはきているが、インターネットといえば、これ

まで男性で若者の利用が多いというのが実態とし

てあった。しかし、ネット通販の利用者の特性を

みると、インターネットの利用者層をそのまま反

次に、図表１の�～�の各グループについての

特性を、図表２のように各グループの平均値を算出

して比較してみた。まず、Ｅメールの相手数や発信

通数については、グループ�が若干多い程度で、グ

ループ間に顕著な差は認められない。Ｅメールの利

用とネット通販や通信販売の利用との間にはそれほ

映する形でネット通販が利用されているというよ

りも、そこにはこれまでの通信販売における利用

者像というものが色濃く出ている。最近、急速に

普及しているネット証券なども当初は、ネット取

引の中心は若者と考えられていたが、中高年層の

利用が比較的多いと言われている。

図表１　平成１２年における通信販売及びネット通販の利用状況

（Ｓ：３，０５１）

通信販売（ネット通販除く）

利用あり 利用なし

ネット通販
利用あり �　 ５０．０％ �　　 １７．０％ ６７．０％

利用なし �　　　９．１％ �　 ２３．９％ ３３．０％

５９．１％ ４０．９％ １００．０％
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％
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次に、通信販売の利用者について、どの通信販

売広告をみて購入したかをみると、通販カタログ

が７２．４％と圧倒的に高い値となっている。次いで、

ダイレクトメールの２０．４％となっており、その他

の媒体はほとんどが１０％未満といったところであ

る。通信販売には多種多様な形態があるが、現在

の通信販売の中核をなすのは通販カタログやＤＭ

であり、そういった意味でもネット通販との競合

は避けられないといえる。

図表３　どの通信販売広告をみて購入したか（ＭＡ）
（Ｓ：３，０５１）

図表２　通信販売及びネット通販の利用者特性
（Ｓ：３，０５１）

� � � � 全体平均

利

用

者

特

性

Ｅメール相手数 １７．０人（ ０．０８） １４．７人（－０．０６） １５．１人（－０．０３） １３．７人（－０．１１） １５．７人

Ｅメール発信通数 １５．７通（ ０．０３） １２．２通（－０．１１） １４．６通（－０．０２） １４．９通（－０．００） １５．０通

年　　　齢 ３７．０歳（ ０．１３） ３６．１歳（ ０．０６） ３４．３歳（－０．０９） ３２．７歳（－０．２２） ３５．４歳

性　　　別 １．５９（ ０．１２） １．７２（０．３７） １．３０（－０．４７） １．５０（－０．０６） １．５３

有職・無職 １．４１（－０．０６） １．５１（０．１６） １．３７（－０．１３） １．５１（ ０．１５） １．４４

情 報 化 度 ３１．９％（ ０．１６） ２７．６％（－０．１８）２９．６％（－０．０２） ２６．７％（－０．２５） ２９．９％

（注）・性別は、男性を１、女性を２として平均を算出。
・有職・無職は、有職を１、無職を２として平均を算出。なお、専業主婦および学生は無職に含
めた。
・情報化度は、２２種類の情報機器についての保有率とする。
・表中の括弧内の数字は、全体平均からの差を標準偏差で割ったもので、平均からの乖離度を表
す。

20.4

10.2

9.3

8.5

6.2

1.1

15.1
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また、現在、通信販売を利用していない人およ

びネット通販を利用していない人それぞれについ

て、今後の利用意向を図表４でみると、通信販売、

ネット通販のいずれも「是非利用したい」と「利

用したい」を合わせると約３割が今後利用したい

としている。このように、それぞれが未利用者の

中に潜在的需要を持っており、今後、それぞれの

利用者が増えていくことも期待される。

２　ネット通販利用にともなう通販カタログの

変化

ここでは、ネット通販と通販カタログとの競合

関係を明らかにするために、ネット通販の利用に

ともない、通販カタログの利用がどのように変化

したかを図表５でみることとする。

ネット通販の利用者６７．０％について、従来、通

販カタログを利用していたか、利用していなかっ

たかの別でみると、まず、従来から通販カタログ

を利用していた人については、４３．９％（ネット通

販利用者の約３分の２）は従来から通販カタログ

を利用していた人が同時にネット通販も利用する

ようになったものである。また、６．１％について

は、従来は通販カタログを利用していたが、その

利用をやめてネット通販に移行している。

次に、従来から通販カタログを利用していなかっ

た人については、１２．７％の人がネット通販だけを利

用し通販カタログは利用していない。一方、４．２％

の人は、ネット通販の利用と同時に通販カタログ

の利用を始めている。

このように、ネット通販という新たな需要が生

み出される過程において、６．１％の通販カタログ

の需要が消失している。これは、ネット通販との

競合により失われたものである。しかし、ネット

通販は、同時に４．２％の新たな通販カタログの需

要も生み出している。

現状では、競合により失われた需要が生み出さ

図表４　通信販売およびネット通販の今後の利用意向

是非利用したい

利用したい

どちらとも言えない

利用したくない

利用したいとは全く思わない

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０

4.4
4.9

25.9
26.4

53.0
55.0

10.1
7.7

6.6
5.9

ネット販売

通 信 販 売
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れた需要を上回っているが、しかし、今後、ネッ

ト通販の需要が大きく拡大していくためには、前

節で述べたように通販カタログなどをこれまで利

用したことのない人を取込んでいくことが前提と

なることから、今後はネット通販が増えることに

より、通販カタログについても消失する需要より

も生み出される需要の方が上回っていくものと推

察される。

また、事業者サイドの最近の動きとしても、ネッ

ト通販市場における成功事例に共通する点として、

顧客との接点が必ずしもインターネット上に限定さ

れていないことがあげられる。コンピューター・

メーカーのデルはネット直販業者として広く知ら

れているが、当該社の売上の中でネット経由によ

るものは５０％程度だと言われている。また、書籍

等のネット販売で有名なアマゾン・ドットコムも、

最近では新たに通販カタログにも参入してきてい

る。このように、今後、ネット通販が広く普及し

ていくにしても、企業は顧客に対し、通販カタロ

グを含めた多様な広告・販売チャンネルを提供し

ていく方向にあるといえる。

なお、図表６は、ネット通販の利用者に対して

「ネット通販を利用した際に、カタログや詳しい

資料を請求し、郵便や宅配便で送ってもらったこ

とがあるか」を調べたものであるが、半数以上が、

ネット通販だけでなく同時にカタログや詳しい資

図表５　ネット通販利用にともなう通販カタログ利用の変化

ネット通版
利用あり

ネット通版
利用なし

通版カタログ
利用あり

43.9％

4.2％

通版カタログ
利用なし

12.7％

6.1％

67.0％

図表６　ネット通販の利用時におけるカタログ等の利用状況

いつもカタログを送ってもらっている

カタログを送ってもらうこともある

いつも詳しい資料を送ってもらっている

詳しい資料を送ってもらうこともある

送ってもらったことはない

7.0％

34.8％

0.9％

15.6％

41.6％



料を送ってもらって活用していることがわかる。

これは、紙媒体と電子媒体とを比較したときに、

紙媒体の一覧性などの優れた側面や、電子媒体だ

と現状では商品のイメージが分かり難いなどとい

った電子媒体自身の問題もあるためと思われる。

このようなことからも、ネット通販が通販カタロ

グに全て取って代わるということは当面考え難い。

３　ネット通販におけるＥメールの活用による

ＤＭ等への影響

「Ｅメールを制するものがＥコマースを制する」

とよく言われるが、実際、アマゾン・コムの売上

の多くは、そのリピーターによるものであり、購

入を促すＥメールを顧客に送ることによって何度

も自社のWebサイトに呼び寄せている。

ところで、わが国のネット通販事業におけるＥ

メール活用の現状を、事業者ヒアリングや社団法

人日本通信販売協会の報告書等から整理すると、

Webサイト上からフォームを利用して申込をし、

Ｅメールにより受注確認や顧客からの問い合わせ

などに使われているのが一般的である。

このように、Ｅメールの機能のうち顧客とのコ

ミュニケーション機能だけが活用されているだけ

で、広告や販売促進といったマーケティング媒体

としてＥメールを有効に活用しているネット通販

事業者は少ない。このため現状では、ネット通販

のほとんどが、買い手からのアクセスを受身で待

っている状況にある。

それでは、今後、Ｅメールがマーケティング媒

体として利用されるようになるのかといったこと

を考えた場合、コマーシャルベースのＥメールは

友人や家族などからの私的Ｅメールと競合し、必

ずしも歓迎されない。さらに、例えばほとんどの

企業が今後Ｅメールによるマーケティングを展開

するようになるとしたら、たちまちＥメールの山

となる。そうなると、我々の行動パターンとして、

情報が豊富になればなるほど関心は希薄になり、

やがてはそれを無視するようにもなる。実際、

We bサイト上のバナー広告でも同じことが起

こっており、最初の頃はみな夢中になってクリッ

クしたが、何千、何万というバナー広告が登場す

ると、クリック率は極端に低下してきた。

アマゾン・コムのＥメールによるビジネス・モ

デルが機能しているのも、これまではそれほど多

くの企業がＥメール・マーケティングを展開して

いなかったからと言っても過言ではない。

また、顧客は広告に対しては基本的に消極的で

受身である。通販カタログやＤＭがインターネット

より優れている点は、紙媒体としての一覧性以外に、

現状では、そして恐らく将来においてもネット通販

は原則待ちの媒体であるのに対し、通販カタログや

ＤＭは、ある意味において攻めの媒体であるという

ことが言える。

以上のように、Ｅメールのマーケティング媒体

としての可能性について考えてみると、最近、携

帯電話のＥメールにおいて企業からの迷惑メール

が社会問題となっていることからも明らかなよう

に、Ｅメール自体にマーケティング媒体としての

限界があることから、通販カタログやＤＭへの影

響はそれほど大きくならないと考えられる。

４　おわりに

今回の調査結果などから判断すると、ネット通

販の普及により、通販カタログやＤＭの利用構造

が変わることはあっても、今のところ、通販カタ

ログやＤＭの需要が急激に侵食される恐れは小さ

いと思われる。むしろ、近年、これまでの大量生

産、大量消費型の製品やサービスありきの経済原

則が崩れ、顧客主導型の市場メカニズムのなか、

ダイレクト・マーケティングが増えているという

現状を考えると、通販カタログやＤＭの需要が今

後とも順調に増えていくことも十分期待できる。
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しかし、将来的に通販カタログやＤＭが減少し

ていくという要素がまったくないわけではない。

「ネットワークの価値はそれに接続する人数の二

乗に比例する」というメトカーフの法則を前提と

すると、例えば、インターネットでは、接続人数

が２倍に増えるとそのその有用性は４倍になる。

インターネットの影響の度合いも現在と将来を同

一視することはできない。また、市場を店舗販売

と通信販売（ここではネット通販を含める）に分

けてそれぞれの市場単位に考えたときに、将来的

にネット通販だけが拡大し通信販売市場全体が拡大しないということになると、いわゆるゼロ・サム・

ゲームの世界に突入し、通販カタログやＤＭが侵食されるというシナリオも考えられないことではない。

このため、今後も競合媒体としてのインターネットの動向を把握していく意義は大きいといえる。

（※）インターネット・アンケート調査の概要

�　調 査 事 項　インターネット利用者におけるネット通販および通信販売の利用動向や利用意向等

�　調 査 方 法　インターネット・アンケート調査（ｇｏｏリサーチ）

� 調 査 日 時　平成１３年１月１５日�～１８日�

�　抽 出 方 法　全国約７万人のモニター（ｇｏｏリサーチ）の中から、男女や年齢階層等がほぼ均等に

なるように抽出

�　回 収 数 ３，６２１サンプル

�　有効回収数 ３，０５１サンプル
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